
【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 26,721,072   固定負債 9,026,555

    有形固定資産 23,839,129     地方債等 6,095,133

      事業用資産 7,432,697     長期未払金 11,307

        土地 3,294,123     退職手当引当金 688,446

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 2,231,669

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,348,972

        建物 13,868,611     １年内償還予定地方債等 619,945

        建物減価償却累計額 -10,164,124     未払金 388,355

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 645,035     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -244,684     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 114,214

        船舶 -     預り金 216,979

        船舶減価償却累計額 -     その他 9,478

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 10,375,527

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 27,330,952

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -7,870,603

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 33,737

      インフラ資産 15,828,653

        土地 4,377,031

        土地減損損失累計額 -

        建物 667,730

        建物減価償却累計額 -397,632

        建物減損損失累計額 -

        工作物 19,294,664

        工作物減価償却累計額 -8,595,982

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 482,841

      物品 2,933,005

      物品減価償却累計額 -2,355,226

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 1,038,613

      ソフトウェア 2,322

      その他 1,036,291

    投資その他の資産 1,843,330

      投資及び出資金 541,000

        有価証券 10,250

        出資金 527,072

        その他 3,678

      長期延滞債権 152,125

      長期貸付金 114,572

      基金 1,045,439

        減債基金 -

        その他 1,045,439

      その他 390

      徴収不能引当金 -10,197

  流動資産 3,114,805

    現金預金 2,111,758

    未収金 395,507

    短期貸付金 1,327

    基金 608,553

      財政調整基金 440,101

      減債基金 168,452

    棚卸資産 1,544

    その他 -

    徴収不能引当金 -3,885

  繰延資産 - 純資産合計 19,460,349

資産合計 29,835,876 負債及び純資産合計 29,835,876

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 10,785,339

    業務費用 4,639,201

      人件費 1,967,964

        職員給与費 1,666,338

        賞与等引当金繰入額 2,431

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 299,195

      物件費等 2,552,310

        物件費 1,514,360

        維持補修費 105,496

        減価償却費 932,454

        その他 -

      その他の業務費用 118,927

        支払利息 27,532

        徴収不能引当金繰入額 11,955

        その他 79,440

    移転費用 6,146,139

      補助金等 5,364,089

      社会保障給付 766,257

      その他 940

  経常収益 986,767

    使用料及び手数料 735,687

    その他 251,080

純経常行政コスト 9,798,572

  臨時損失 0

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 0

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 9,798,572



【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 19,434,953 27,671,265 -8,236,312 -

  純行政コスト（△） -9,798,572 -9,798,572 -

  財源 9,730,272 9,730,272 -

    税収等 6,419,962 6,419,962 -

    国県等補助金 3,310,310 3,310,310 -

  本年度差額 -68,300 -68,300 -

  固定資産等の変動（内部変動） -340,313 340,313

    有形固定資産等の増加 897,116 -897,116

    有形固定資産等の減少 -944,005 944,005

    貸付金・基金等の増加 302,675 -302,675

    貸付金・基金等の減少 -596,099 596,099

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 93,696 - 93,696

  本年度純資産変動額 25,396 -340,313 365,709 -

本年度末純資産残高 19,460,349 27,330,952 -7,870,603 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 9,538,132

    業務費用支出 3,391,993

      人件費支出 1,968,534

      物件費等支出 1,348,267

      支払利息支出 27,532

      その他の支出 47,659

    移転費用支出 6,146,139

      補助金等支出 5,364,089

      社会保障給付支出 766,257

      その他の支出 940

  業務収入 10,568,489

    税収等収入 6,419,357

    国県等補助金収入 3,271,288

    使用料及び手数料収入 709,659

    その他の収入 168,185

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,030,357

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,177,524

    公共施設等整備費支出 898,185

    基金積立金支出 270,491

    投資及び出資金支出 3,678

    貸付金支出 3,000

    その他の支出 2,170

  投資活動収入 560,267

    国県等補助金収入 55,950

    基金取崩収入 477,818

    貸付金元金回収収入 3,000

    資産売却収入 -

    その他の収入 23,499

投資活動収支 -617,257

【財務活動収支】

  財務活動支出 652,183

    地方債等償還支出 642,705

    その他の支出 9,478

  財務活動収入 667,281

    地方債等発行収入 667,281

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 183,527

本年度歳計外現金増減額 33,452

本年度末歳計外現金残高 216,979

本年度末現金預金残高 2,111,758

財務活動収支 15,098

本年度資金収支額 428,199

前年度末資金残高 1,466,580

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,894,779



2025/4/11

自治体名：酒々井町 年度：令和5年度
会計：全体会計

（単位：円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)

事業用資産 17,718,172,044 123,332,769 - 17,841,504,813 10,408,807,527 298,839,262 7,432,697,286
　土地 3,232,989,254 61,133,356 - 3,294,122,610 - - 3,294,122,610
　立木竹 - - - - - - -
　建物 13,656,721,602 5,310,800 - 13,662,032,402 10,095,748,069 250,545,514 3,566,284,333
　建物付属設備 195,369,329 11,208,913 - 206,578,242 68,375,795 17,147,595 138,202,447
　工作物 630,924,859 14,109,700 - 645,034,559 244,683,663 31,146,153 400,350,896
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他の有形固定資産 - - - - - - -
　建設仮勘定 2,167,000 31,570,000 - 33,737,000 - - 33,737,000
インフラ資産 10,304,322,606 185,114,175 6,094,000 10,483,342,781 3,376,086,527 138,755,025 7,107,256,254
　橋梁（公共土地） - - - - - - -
　道路（公共土地） 76,767,848 - - 76,767,848 - - 76,767,848
　河川（公共土地） - - - - - - -
　ダム（公共土地） - - - - - - -
　山林（公共土地） 439,707 - - 439,707 - - 439,707
　漁港・港湾（公共土地） - - - - - - -
　公園（公共土地） 2,502,965,279 - - 2,502,965,279 - - 2,502,965,279
　下水道（公共土地） - - - - - - -
　防火水槽（公共土地） - - - - - - -
　下水処理（公共土地） - - - - - - -
　トンネル（公共土地） - - - - - - -
　農道（公共土地） - - - - - - -
　林道（公共土地） - - - - - - -
　その他（公共土地） 1,586,393,278 - - 1,586,393,278 - - 1,586,393,278
　橋梁（公共建物） - - - - - - -
　道路（公共建物） - - - - - - -
　河川（公共建物） - - - - - - -
　ダム（公共建物） - - - - - - -
　山林（公共建物） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共建物） - - - - - - -
　公園（公共建物） - - - - - - -
　下水道（公共建物） - - - - - - -
　防火水槽（公共建物） - - - - - - -
　下水処理（公共建物） - - - - - - -
　トンネル（公共建物） - - - - - - -
　農道（公共建物） - - - - - - -
　林道（公共建物） - - - - - - -
　その他（公共建物） - - - - - - -
　橋梁（公共工作物） 122,008,013 80,561,800 - 202,569,813 10,227,639 2,086,474 192,342,174
　道路（公共工作物） 5,794,938,227 20,275,200 - 5,815,213,427 3,313,513,931 130,253,928 2,501,699,496
　河川（公共工作物） 52,969,100 73,068,175 - 126,037,275 4,904,791 1,324,227 121,132,484
　ダム（公共工作物） - - - - - - -
　山林（公共工作物） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共工作物） - - - - - - -
　公園（公共工作物） 129,711,954 6,303,000 - 136,014,954 44,562,956 4,530,966 91,451,998
　下水道（公共工作物） - - - - - - -
　防火水槽（公共工作物） - - - - - - -
　下水処理（公共工作物） - - - - - - -
　トンネル（公共工作物） - - - - - - -
　農道（公共工作物） - - - - - - -
　林道（公共工作物） - - - - - - -
　その他（公共工作物） 22,377,200 4,906,000 - 27,283,200 2,877,210 559,430 24,405,990
　その他の公共用財産 - - - - - - -
　公共用財産建設仮勘定 15,752,000 - 6,094,000 9,658,000 - - 9,658,000
物品 913,782,350 23,476,065 1 937,258,414 833,109,721 44,124,109 104,148,693
　機械器具 - - - - - - -
　物品 913,782,350 23,476,065 1 937,258,414 833,109,721 44,124,109 104,148,693
　美術品 - - - - - - -
合計 28,936,277,000 331,923,009 6,094,001 29,262,106,008 14,618,003,775 481,718,396 14,644,102,233

有形固定資産の明細

1/1



2025/4/11

自治体名：酒々井町 年度：令和5年度
会計：全体会計

（単位：円）

区分
生活インフラ・ 

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 395,622,246 4,587,073,561 348,608,995 469,285,025 329,310,765 48,504,588 1,254,292,106 7,432,697,286
　土地 108,553,401 2,222,063,330 152,381,780 385,354,066 64,239,160 32,113,737 329,417,136 3,294,122,610
　立木竹 - - - - - - - -
　建物 85,523,709 2,121,225,015 168,640,932 79,349,040 250,277,988 6,213,900 855,053,749 3,566,284,333
　建物付属設備 - 107,883,589 6,276,213 4,581,919 3,590,084 6,145,945 9,724,697 138,202,447
　工作物 201,545,136 121,634,627 1,840,070 - 11,203,533 4,031,006 60,096,524 400,350,896
　船舶 - - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - - -
　航空機 - - - - - - - -
　その他の有形固定資産 - - - - - - - -
　建設仮勘定 - 14,267,000 19,470,000 - - - - 33,737,000
インフラ資産 6,718,071,301 83,128,478 1,204,877 - 298,295,597 - 462,001 7,107,256,254
　橋梁（公共土地） - - - - - - - -
　道路（公共土地） 76,767,848 - - - - - - 76,767,848
　河川（公共土地） - - - - - - - -
　ダム（公共土地） - - - - - - - -
　山林（公共土地） - - - - 439,707 - - 439,707
　漁港・港湾（公共土地） - - - - - - - -
　公園（公共土地） 2,502,965,279 - - - - - - 2,502,965,279
　下水道（公共土地） - - - - - - - -
　防火水槽（公共土地） - - - - - - - -
　下水処理（公共土地） - - - - - - - -
　トンネル（公共土地） - - - - - - - -
　農道（公共土地） - - - - - - - -
　林道（公共土地） - - - - - - - -
　その他（公共土地） 1,231,349,315 76,701,533 - - 277,880,430 - 462,000 1,586,393,278
　橋梁（公共建物） - - - - - - - -
　道路（公共建物） - - - - - - - -
　河川（公共建物） - - - - - - - -
　ダム（公共建物） - - - - - - - -
　山林（公共建物） - - - - - - - -
　漁港・港湾（公共建物） - - - - - - - -
　公園（公共建物） - - - - - - - -
　下水道（公共建物） - - - - - - - -
　防火水槽（公共建物） - - - - - - - -
　下水処理（公共建物） - - - - - - - -
　トンネル（公共建物） - - - - - - - -
　農道（公共建物） - - - - - - - -
　林道（公共建物） - - - - - - - -
　その他（公共建物） - - - - - - - -
　橋梁（公共工作物） 186,248,174 - - - - - - 192,342,174
　道路（公共工作物） 2,501,699,495 - - - - - 1 2,501,699,496
　河川（公共工作物） 101,452,724 - - - 19,679,760 - - 121,132,484
　ダム（公共工作物） - - - - - - - -
　山林（公共工作物） - - - - - - - -
　漁港・港湾（公共工作物） - - - - - - - -
　公園（公共工作物） 90,247,121 - 1,204,877 - - - - 91,451,998
　下水道（公共工作物） - - - - - - - -
　防火水槽（公共工作物） - - - - - - - -
　下水処理（公共工作物） - - - - - - - -
　トンネル（公共工作物） - - - - - - - -
　農道（公共工作物） - - - - - - - -
　林道（公共工作物） - - - - - - - -
　その他（公共工作物） 17,683,345 6,426,945 - - 295,700 - - 24,405,990
　その他の公共用財産 - - - - - - - -
　公共用財産建設仮勘定 9,658,000 - - - - - - 9,658,000
物品 5,597,349 38,849,839 4,349,680 6 2,077,164 30,381,878 22,892,777 104,148,693
　機械器具 - - - - - - - -
　物品 5,597,349 38,849,839 4,349,680 6 2,077,164 30,381,878 22,892,777 104,148,693
　美術品 - - - - - - - -
合計 7,119,290,896 4,709,051,878 354,163,552 469,285,031 629,683,526 78,886,466 1,277,646,884 14,644,102,233

有形固定資産に係る行政目的別の明細

1/1



全体財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としています。また開始後については、原則として取得原価と

し再調達は行わないこととしています。 

公営企業については、公営企業会計基準に従い、有形固定資産等の評価を行っていま

す。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としています。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価

額としています。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により

出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。なお、出

資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するも

のしています。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しています。なお、公営企業については、それぞれの会計で適用された定

額法及び定率法を採用しております。 

 

② 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

　公営企業については、公営企業会計基準により計上しています。 

 

② 賞与引当金 

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合（4/6か月）を乗じた額を計上しています。 

 

 



③ 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

います。 

 

④ 損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方

法に従っています。 

 

（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っています（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃

貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています）。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としています。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により

発生する資金の受払いも含みます。 

 

（７） 採用した消費税等の会計処理 

税込方式にて処理しています。公営企業については、税抜方式により、処理していま

す。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」に基づく、財

務書類の作成を行っています。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

該当はなし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

該当はなし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

該当はなし 



 

（４）重大な災害等の発生 

該当はなし 

 

（５）その他重要な後発事象 

該当はなし 

 

４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当はなし 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

該当はなし 

 

（３）その他主要な偶発債務 

該当はなし 

 

５．追加情報 

（１） 対象団体（会計）の一覧、連結方法 

① 一般会計 

② 国民健康保険事業特別会計：全部連結 

③ 介護保険事業特別会計：全部連結 

④ 後期高齢者事業特別会計：全部連結 

⑤ 水道事業会計：全部連結 

⑥ 下水道事業会計：全部連結 

 

（２） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。（地方自治法235 条
の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（３） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。


